
第２回 病院等を対象とするヘルスケアリートの活用に係るガイドライン検討委員会 

発表者： 東日本税理士法人 代表社員 長 隆 

議題： 病院等を対象とするヘルスケアリート活用の具体案 

１．公立病院の再編統合のためのスーパーリハビリテーション構想 

公立病院を対象とした不動産証券化スキーム図・・・・・・・・・・・ Ｐ．１ 

公立、独法、民間のリハビリ比較・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ．２～Ｐ．４ 

（独）福祉医療機構 融資のポイントについて・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ．５～Ｐ．１8 

２．保険外診療に着目したマタニティリゾート構想 

マタニティリゾート構想・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ．1９～Ｐ．２１ 

３． 耐震化未着工の大学病院のためのリート構想 

私立学校法の施行について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ．２2～Ｐ．２4 
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※1　 リート対象となる公立病院は、26年3月までに公立病院改革ガイドラインの目標数値を達成できていない病院。
回復期機能や慢性期機能を持つ病床及び職員を切り離す。

※2 複数自治体が急性期病床を再編し、急性期医療に特化したスーパー総合病院を目指す。

※3 譲渡に伴い、自治体は地方債残額を一括返済する。
譲渡する建物が耐震工事未着工の場合、免震構造で新築する。その場合、自治体から開発ＳＰＣに譲渡、耐震工事着工後、リートに売却。
土地の譲渡については、借地権を設定。または、使用貸借。

※4 公立病院から切り離したスーパーリハビリテーション病院は、新たに設立した公益財団法人の所有。
公的病院等に対する特別交付税制度により、1床あたり440千円の助成あり。

※5 オペ－レターとなる病院は、日赤、済生会、厚生連、公益法人、学校法人及び社会医療法人等の公的病院等及び医師会病院に限定。

※6 医療機器は、オペレーター病院所有、高度医療機器は福祉医療機構融資制度を利用。

※7 専門家は、医療経営士2級以上取得者及び同等の知識を有する者に限定。
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